
法人名： （部署）

作成者：（役職） （氏名）

（電話）
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　表中の各項目は、平成13年６月１日付「移転価格事務運営要領の制定について（事務運営指針）」に定める要領に

次のとおり基づいています。

申出書確認項目1～5：移転価格事務運営要領6－2

添付資料確認項目１イ～ル及び２：移転価格事務運営要領6－3及び6－4

事　　前　　相　　談

□無

□有 □無

□有 □無

□有 □無

□有 □無

□有 □無

□有 □無

□有 □無

□有 □無

□有 □無

□有 □無

□有 □無

□適 □否

□適 □否

□適 □否
（調査課所管法人

□適 □否

添　　　付　　　資　　　料　　　確　　　認　　　項　　　目

資料提出

申出書の提出期限は確認しましたか。※提出期限は最初の確認対象事業年度の開始の日です。
（提出期限：令和　　年　　月　　日）
（申出書の最初の確認対象事業年度：自令和　　年　　月　　日　至令和　　年　　月　　日）
（注）提出期限が日曜日、祝日法に規定する休日その他一般の休日又は国税通則法施行令第２条第２項に規定す
る日に当たるときは、これらの日の翌日までに提出する必要があります。

申出書の提出先は適切ですか。
（通算子法人についても自身の所轄の税務署長宛（調査課所管法人にあっては国税局長宛）となります。）

□適 □否

通算子法人が確認対象事業年度前の各連結事業年度への適用を希望する場合に、「連結親法人」欄の記載漏れは
ありませんか。
（親法人による同意の有無を明示し、連絡先には親法人の担当部課等の連絡先を記載下さい。）

□適 □否

確認申出法人及び確認対象取引に係る国外関連者の事業の内容及び組織の概要を記載
した資料

申　　　　出　　　　書　　　　確　　　　認　　　　項　　　　目

独立企業間価格の算定方法等の確認に関する申出書自主点検チェックシート

申出書の各記載欄に記載誤り又は記載漏れはありませんか。
（例えば、「確認対象事業年度」の記載に誤りはありませんか。）

・相互協議無　３部
4

□有 □無

確認結果

□適 □否申出書は国別に作成していますか。（国名：　　　　　　　　）

申出書に提出日付は記載していますか。

申出書の提出部数は適切ですか。
（調査課所管法人以外

使用したチェックシートは、様式２「独立企業間価格の算定方法等の確認に関する申出書」を提出する際に添付して提出してください。

事前相談は行っていますか。（実施日：　　　年　　　月　　　日）

確認対象取引に係る国外関連者について、その国外関連者が所在する国又は地域で、
移転価格に係る調査、不服申立て又は訴訟等が行われている場合には、その概要及び
過去の課税状況を記載した資料(該当の有無　□有　□無）

確認対象取引に係る独立企業間価格の算定方法等を確認対象事業年度前３事業年度に
適用した場合の結果など確認対象取引に係る独立企業間価格の算定方法等を具体的に
説明するために必要な資料

確認申出法人が属する多国籍企業グループの最終親会社等及び当該確認申出法人に係
る親会社等のうち当該確認申出法人を直接支配する親会社等が当該最終親会社等でな
い場合の親会社等の概要(法人名、本店又は主たる事務所の所在地等)を記載した資料
(相互協議を伴わない事前確認の申出の場合に限る。)

算定結果資料

事前確認を行い、かつ、事前確認を継続する上で前提となる重要な事業上又は経済上
の諸条件（条件に相当する確認対象取引に係る経済事情その他の要因等を含む。）に
関する資料

確認申出法人と確認対象取引に係る国外関連者との直接若しくは間接の資本関係又は
実質的支配関係に関する資料

確認申出法人及び確認対象取引に係る国外関連者の過去3事業年度分の営業及び経理の
状況その他事業の内容を明らかにした資料（確認対象取引が新規事業又は新規製品に
係るものであり、過去3事業年度分の資料を提出できない場合には、将来の事業計画、
事業予測の資料など、これに代替するもの）

重要な前提条件の基礎となる
資料

資本系統図

監査済み財務諸表一式・切出
損益・見込損益（単体）

・相互協議有　２部

・相互協議有　４部

作成日：　　年　　月　　日

【チェックシートの目的】
　このシートは、皆様が独立企業間価格の算定方法等の確認に関する申出書を提出される直前の自主的な点検に御活用いただくことを目的
として作成しております。

その他事前確認に当たり必要な資料

２　外国語の資料は翻訳文を添付していますか。

□有

・相互協議無　１部

確認対象取引に係る独立企業間価格の算定方法等及びそれが最も適切な方法であるこ
とを説明した資料

取引図、確認対象取引金額

組織図

機能分析表等

選定基準・選定法人事業概要

確認対象取引の内容、当該確認対象取引の流れ及びその詳細を記載した資料

確認対象取引において確認申出法人及び確認対象取引に係る国外関連者が果たす機
能、負担するリスク及び使用する資産に関する資料

１ 以下のイからルに記載の資料を添付していますか。 例示


